
４ 県境を越えた地域課題への取組等の現状（１５年７月調査結果） 

課題名 課題が関係する範囲 主な広域的な取組 現在の広域連携の課題 備  考 
鉄軌道ネット

ワークと鉄軌

道利用促進 

中京交通圏（名古屋を

中心とする概ね４０

km圏内） 

運輸政策審議会答申１２号「名古屋圏における高速

鉄道を中心とする交通網の整備に関する基本計画に

ついて」（平成４年１月）に基づき整備推進 
運輸政策審議会答申路線の各種同盟会等による要望

等 

鉄軌道輸送人員は平成７年度を

ピークに減少傾向にあるほか、分

担率も減少している。 
 

鉄道交通政策は国土交

通省所管。中部地方交通

審議会において中部圏

における今後の公共交

通施策のあり方検討中。 
道路ネットワ

ーク 
 

全国（関係地域） 主要幹線道路の各種建設促進協議会・期成同盟会に

よる要望等 
ない このほか中部地方整備

局が中心となって管内

の連携や課題の調整が

図られている。 
中部国際空港

の整備促進 
 

愛知県、岐阜県、三重

県 
中部国際空港建設促進期成同盟会、同利用促進協議

会等により、空港整備及び利用促進について広域的

連携のもと取組 

ない  

名古屋空港の

新展開 
 

愛知県、岐阜県、三重

県 
ない（コミューター航空の活動拠点、広域防災拠点

機能を有する都市型総合空港として、１７年春開港

に向けて本県で取組） 

現在、新展開後の名古屋空港の発

展を目的とした組織がない。 
岐阜県・三重県オブザー

バー 

自動車環境対

策 
 

愛知県、岐阜県、三重

県（主に都市部及び幹

線道路沿線） 

東海三県一市広域環境対策協議会において、自動車

ＮＯx・ＰＭ法の地域指定を踏まえた自動車環境対策
など、広域的対策を推進 

東海三県一市以外の地域からの

通過・流入車両に対する対策がな

い。 

協議会は、東海三県一市

連絡協議会における本

県提案により実現 
広域大気汚染

対策 
 

愛知県、岐阜県、三重

県、静岡県 
東海四県一市光化学オキシダント等広域大気汚染対

策検討会により情報交換及び研究 
ない（各県での光化学オキシダン

トの緊急発令時には速やかに情

報提供） 

 

伊勢湾の水質

浄化 
 

伊勢湾全体及び伊勢

湾に河川の流域（愛知

県のほぼ全域、岐阜県

の美濃・飛騨南部、三

重県の北勢・中勢） 

各県は国が策定した総量削減基本方針に基づき、水

質総量削減計画を策定 
伊勢湾総合対策協議会環境問題研究会において調査

研究や情報交換を実施 

研究会の活動が時期的に偏って

いる。 
研究会は、取組の調整と

いった機能までは有し

ていない 
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課題名 課題が関係する範囲 主な広域的な取組 現在の広域連携の課題 備  考 
廃棄物の越境

移動 
全国 全国的な制度の枠組みの中で対応 産廃税など他地域に影響する各

県制度についての連携が十分で

ない。 

不適正処理の防止につ

いて連携・協力して取り

組んでいる。 
防災対策 全国 全国都道府県における災害時の広域応援に関する協

定（全国知事会議） 
中部９県１市の災害に関する協定及び広域災害応援

連絡協議会 
東海４県１市地震防災に関する連絡会議 

なし  

渇水対策と水

の安定供給 
木曽川水系（愛知県の

尾張・愛知用水地域、

岐阜県の美濃、三重県

の北勢・中勢等） 

木曽三川協議会水需給調査部会（関係県、国機関等）

による情報交換等 
開発水量、未利用水源、地下水利

用など３県１市の事情が異なり、

課題への対応が統一しにくい 

 

水源地域の保

全対策 
矢作川水源地域（岐阜

県２町１村、長野県２

村）、豊川水源地域（長

野県１町６村） 

矢作川水源基金（本県及び西三河２０市町村）及び

豊川水源基金（本県及び東三河１７市町村）により

水源林対策事業を促進 

事業規模、事業手法、財源等に見

直しの余地がある。 
 

エネルギー対

策 
中部５県（主に特定電

気事業者の管轄区域） 
中部総合エネルギー対策推進本部推進会議（中部経

済産業局、各県、学識者、関係団体等）における普

及啓発や連絡調整 

ない エネルギー対策は基本

的には国の政策 

学術研究開発

機能の強化 
愛知県、岐阜県、三重

県 
東海地域研究学園都市構想推進連絡会議によるＰＲ

及び調査研究 
大学・研究機関の誘致は各県で競

争する関係にあり、連携して取り

組むのが困難 

 

広域的な観光

対策 
愛知県、岐阜県、三重

県、静岡県 
東海地区外国人観光客誘致促進協議会（４県５０市

町村）における外国人観光客の誘致促進 
事業費を各県が均等に負担して

いることから、取組に関して各県

のバランスを考慮する必要があ

り、弾力性に欠ける側面がある。 

 

産業競争力の

強化 
広域的課題とは認識されていない（産業競争力の強化は特定の地域、分野の 
課題であり各県単位の取組でよいという意見がある）。 

中部経済産業局が中心となり地域の産・学・行政により「地

域経済産業の将来構想」作成（１５年５月） 
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